
【代表事業者】(一社)内航ミライ研究会
【共同実施者】山中造船、海上・港湾・航空技術研究所、愛媛県今治市

【実施年度】令和4～5年度
【補助額】165,850（千円）

船舶は、運航時・離着桟時、荷役時・停泊時にCO2を排出する。それぞれのモードにおけるCO2削減技術を実装することで、船舶稼働時全体

でのCO2削減を実現。新技術が海運業界全体に行き渡るまでには相当な時間を要するため、既存船にも適用できるCO2削減技術の開発と普及を目指す。

それぞれのモードの省エネ技術を組み合わせた“連携型省エネ船”の普及を目的として、複数の省電力システムを搭載した内航船を建造し、評価する。

• 開発技術としては、船全体のCO2削減率12％以上
達成のため、①運航時：プロペラの効率向上およ
び船体省エネ付加物による推進性能向上②離着
桟時：新型スラスタを用いたバラスト調整・離着桟
時間の短縮③荷役時・停泊時：バッテリー利用を
荷役時・停泊時に限定し小出力・小規模なシステ
ム構築を実現する。技術の普及により、個々の技
術の低コスト化が図られるため、地球温暖化対策
計画におけるCO2排出削減目標に大きく貢献する。

□技術開発の内容 □システム構成図

□実施体制図 □スケジュール表

• 設計レベルでCO2削減率が達成することを確認で
きたため、本船に搭載を行った。本年度の活動とし
て、現在実運航データから目標達成レベルである
ことを評価方法含め確認中している状況。

• 普及活動としてバリシップ等にて本船の展示等を
実施、また連携型省エネ船のモデルとして取り上
げられた。

□主な成果

【 】 連携型省エネ船の普及に資する高効率推進システムの最適化と省電力システムを搭載
したコンセプトシップの建造と評価
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